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研究成果の概要：小・中学校において現在求められている法や司法に関わる教育実践について
実験的な授業を実施し、その意義や問題点等を整理しつつ、新学習指導要領で要請された法教
育のあり方について、高等学校も含めた実践のモデル等を提示した。あわせて公民的資質の形
成における法的資質の形成の手法や裁判員制度の教育のあり方等についても検討を行い、今後
のいわゆる法教育の方向性について論及した。さらにアメリカの私法教育の紹介を行い、今後
の日本での司法の教育のあり方についての検討も行った。 
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１． 研究開始当初の背景 
 
 司法制度改革の進展や刑事裁判における
国民の司法参加をもたらした裁判員制度の
実施も間近になってきたこともあり、小・中
学校における法や司法に関わる教育、すなわ
ち法教育の重要性は自覚されつつあった。ま
た研究当初は議論の渦中にあったが、改訂さ
れた学習指導要領においては、小・中学校の
社会科、特別活動、道徳教育等において、法・
ルール・決まりの社会規範を内容とした教育
の必要性が示され、法教育という領域もかな
りの社会的認知がなされ、各学校段階におい
て新しい教材開発への機運は少しずつでは
あるが高まっていた。さらに改正された教育
基本法の対応としても、法教育が取り上げら
れ、その推進が論じられ始まった。 
こうした中で、これまで法曹三者が中心と
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して展開してきた活動に教師が関わりを持
ち始めてきたことも注目される。さらに日本
弁護連合会を中心とした法教育の支援プロ
グラムが整備される中で、法務省による法教
育推進協議会のプログラムも表面化してお
り、こうした具体的な動きを法教育として学
校現場で展開することの必要性が高まって
いる。 
 ただし、学習指導要領の改訂議論が行われ
ていたが、法教育については具体的なあり方
等が模索されている途上であったため、でき
る限り学校現場に有効な教材等のモデルを
示す必要性が叫ばれていた。また教育基本法
の改正にともない「公共的な事柄に参画する
教材のあり方や内容」等が議論される中で、
いわゆる司法教育や法の教育が着目され、注
目を集めるようになってきていた。 
 さらに裁判員裁判の教育での取り扱い方
も未定であったため、日本弁護士連合会の市
民のための法教育委員会による「高校生によ
る模擬裁判」コンテスト等の試みを普及させ
ることなどももめられており、その展開モデ
ル等について模索が続けられている現状で
あった。 
 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は、いわゆる小・中学校での
法教育の在り方の検討とモデルの提示ある。
すなわち上記のような社会的状況を受けて、
学校教育とくに義務教育段階での社会科、家
庭科などを中心とする教科や、道徳、特別活
動、総合的な学習の時間の活用による、いわ
ゆる法教育の推進とその課題の検討の解明
を目的として、ここでは実践と海外比較の両
面から研究を行った。また学校段階ごとの適
切な教材開発についても検討を行った。 
実際には、我が国の小・中学校で先に挙げ
た教科・領域等で利用可能な総合的・融合的
な法教育教材の開発を中心に行い、その教材
の意義を考察することをねらった。この際、
必ずしも法律教育を目指すのではなく、広い
意味での法・ルール・決まりの教育等の開発
と系統化を試みた。 
なお、これまでも代表者・分担者の一部は
継続して法教育に関わり、法務省法教育推進
協議会委員、文部科学省の教科に関する諸委
員等を担っていたこともあり、こうした場で
の議論を背景とした成果等の刊行を行うこ
とも研究目的の一つとした。 
あわせてこれまで開発したり、整理してき
たものの有効性の検証も行うことを目指し
た。さらに、今後の展開も含んで、高等学校
における法教育のモデル等もあわせて示し、
小・中・高校の一貫性を念頭にした研究の実
施も計画した。 
具体的には、小学校、中学校、高校での法
教育の実践的教材による実験授業を実施し、
その教材や授業の有効性等について論及し
た。 
また、教師と弁護士による協力のあり方の
構築等についても、研究では重要な目的と位
置づけ、その体制等の検討も検討した。 
 こうした目的とともに、国民・市民の法的
リテラシーの育成について、他国等の事例の
比較も行うことを目指した。 
 
 
３. 研究の方法 
 
 実験授業の実施とその評価が基本にある。
基本的にはこれまで公刊された内外の文献
の整理を行いつつ、我が国を中心として示さ
れた時代状況に応じた法教育の政策的推進
策や文書等を整理し、これらの方向性に適し
た、適切な教材の開発とその分析を中心とし
て行った。 
また、小・中・高校の児童生徒の発達段階
の特質や学校・地域の実情、特性等を勘案し
た法教育の実践事例のモデル化を目指した。 
その際、幾つかの予備調査や意識調査等も
行うことにした。 
 なお随時各研究ではこれまでも海外での
法教育の状況を考慮してきたが、今回は研究
の深化をさらに図る意味で、私法のカリキュ
ラムや教材の調査等をアメリカを中心に行
った。 
 ちなみに、研究代表者が研究の途中で文部
科学省の公民科「政治・経済」の非常勤の教
科調査官を兼務することになったこともあ
り、学習指導要領の改訂に深く関わることに
なったこともあり、学習指導要領の内容とは
少し異なる実践のモデルの提示などを行う
ことを小学校を中心として目指した。 
 さらに、小・中・高校の段階の違いに応じ
た法教育教材や指導のあり方についての仮
説を設定し、高校での授業の展開の検討とそ
の検証を行おうとした。 
 
 
４．研究成果 
 
 別紙の研究成果に関する報告書の他、研究
の成果に関わる著作を研究分担者を中心と
して刊行し、小学校と中学校のそれぞれの法
教育の一つのモデルを、不十分かもしれない
が提示しえたと考えている。 
またあわせて研究の一部は、小・中・高等
学校の学習指導要領の改訂や各教科等の「解
説」書、及び法務省法教育推進協議会の教材
等の作成において、実際には色濃く反映され
ているのではないかと個人的には推察して
いる。 
ちなみに、法教育がすでに国の教育過程政
策上一般的に使用される用語になったこと
も、その成果の一つであると確信している。
さらに裁判員裁判の教育が、司法教育を含ん
だ法教育として展開されていることも大き
な成果ではなかったかと思っている。 
 具体的な成果としては、①一般図書の刊行
を通じて、小・中学校における法教育の意義
と内容について最低限の事実を示しえたこ
と、②発達段階等を考慮した紛争解決の手法
や内容についてその系統性を教育的に示し
えたこと、③高等学校における民事法の基本
的な内容の理解を図る教材の開発を行った
こと、④アメリカの私法の教材の紹介を行っ
たこと等があげられる。 
 これらの成果については、例えば「法的 
アプローチ」に基づく公正な配分方法の理解
を目指した小学校中学年の教材、何が公正な
のかの順位付けを目指した中学校の事例、ル
ールの例外やルールとルールが衝突した場
合の大切さの意義を考える小学校中学年の
事例、裁判員裁判の扱い方を検討した中・高
校の事例、私法を中心とした総合的な理解に
役立つクイズを活用した高校の事例、法的思
考の育成を図るために「権利の乱用」問題を
考える高校の事例等を具体的な成果として
例示した。 
 なお、上記の内容については、その他に掲
載した研究成果報告書を参照願いたい。 
 ときに江口は、法務省法教育推進協議会委
員、日本弁護士連合会「市民のための法教育
委員会」委員、文部科学省強化調査官の活動
等を通じて、現在法教育を推進する役割を担
っており、今後この科学研究で得られた知見
等を改めて刊行する予定である。 
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